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給与所得の源泉徴収税額表（平成23年 1 月以降分）

（月　額　表……所得税法別表第二）（一） （〜166,999円）
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（二） （167,000円〜289,999円）
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（三） （290,000円〜439,999円）
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（四） （440,000円〜589,999円）
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（五） （590,000円〜739,999円）
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（六） （740,000円〜889,999円）



―　　　―7

（七） （890,000円〜1,759,999円）
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（八） （1,760,000円〜）

（注）この表において「扶養親族等」とは、控除対象配偶者及び控除対象扶養親族をいいます。
（備考）税額の求め方は、次のとおりです。
　１　「給与所得者の扶養控除等申告書」（以下この表において「扶養控除等申告書」といいます。）の提出があった人
　　⑴　まず、その人のその月の給与等の金額から、その給与等の金額から控除される社会保険料等の金額を控除した金

額を求めます。
　　⑵　次に、扶養控除等申告書により申告された扶養親族等の数が₇人以下である場合には、⑴により求めた金額に応

じて「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行を求め、その行と扶養親族等の数に応じた甲
欄の該当欄との交わるところに記載されている金額を求めます。これが求める税額です。

　　⑶　扶養控除等申告書により申告された扶養親族等の数が₇人を超える場合には、⑴により求めた金額に応じて、扶
養親族等の数が₇人であるものとして⑵により求めた税額から、扶養親族等の数が₇人を超える１人ごとに1,580
円を控除した金額を求めます。これが求める税額です。

　　⑷　⑵及び⑶の場合において、扶養控除等申告書にその人が障害者（特別障害者を含みます。）、寡婦（特別の寡婦を
含みます。）、寡夫又は勤労学生に該当する旨の記載があるときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当するごとに
１人を加算した数を、扶養控除等申告書にその人の控除対象配偶者又は扶養親族のうちに障害者（特別障害者を含
みます。）又は同居特別障害者に該当する人がいる旨の記載があるときは、扶養親族等の数にこれらの一に該当す
るごとに１人を加算した数を、それぞれ⑵及び⑶の扶養親族等の数とします。

　₂　扶養控除等申告書の提出がない人（「従たる給与についての扶養控除等申告書」の提出があった人を含みます。）
　　　その人のその月の給与等の金額から、その給与等の金額から控除される社会保険料等の金額を控除し、その控除後
の金額に応じた「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄の該当する行と乙欄との交わるところに記載され
ている金額（「従たる給与についての扶養控除等申告書」の提出があった場合には、その申告書により申告された扶
養親族等の数に応じ、扶養親族等１人ごとに1,580円を控除した金額）を求めます。これが求める税額です。


